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地球温暖化対策のためのロードマップ策定

海外事例

平成22年3月26日

資料1



主な目標・・・各分野のロードマップから抜粋。

① 2020年には電力の30%を再生可能エネルギーでまかなう。2020年には英国内で最大4件のCCS実証
プロジェクトが稼働開始。

② 2016年には全ての新築住宅がゼロカーボン化する。2020年には全ての家庭にスマートメータが設置
される。熱供給量の12％を再生可能エネルギーによりまかなう(現在の400万世帯分相当)。

③ 2015年には環境分野で120万人以上が雇用され、低炭素経済がもたらす価値は英国内で150百万ユー
ロ、全世界で4.3十億ユーロ相当となる。2020年には英国の再生可能エネルギー分野で最大50万人の
追加雇用(サプライチェーンを含む)が創出される。2020年には中央省庁のGHG排出量は1999年/2000

年比30％削減される。

④ 2020年には欧州内の新車の平均CO2排出量は95gCO2/km( 2007年比40％改善)となる。輸送エネル
ギーの10％が再生可能エネルギーによりまかなわれる。

⑤ 2018年には効率的で競争力があり気候にやさしい農業が実現する。バイオマスによる埋立が削減さ
れ、排出量の厳しい管理が行われる。以前は埋立てられていた物質が再生可能エネルギーや堆肥・肥
料として利用される。

策定の背景

“Climate Change Act 2008”において2020年までに尐なくとも34%削減、2050年まで

に尐なくとも80%削減という法的拘束力のある目標を設定しており、当該計画はその

ための移行計画である。

対象分野と削減目標（2008年比）

①電力と重工業（22%），②家庭と地域社会（29%），③ 職場と雇用（13%），

④運輸（14%），⑤農業および持続可能な土地・廃棄物管理（6%)
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The UK Low Carbon Transition Plan, National strategy for climate and energy (2009)

／ 英国 エネルギー・気候変動省 (Department of Energy & Climate Change )

Source: http://www.decc.gov.uk/en/content/cms/publications/lc_trans_plan/lc_trans_plan.aspx
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The UK Low Carbon Transition Plan, National strategy for climate and energy (2009)

／ 英国 エネルギー・気候変動省 (Department of Energy & Climate Change )
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Going the distance : the low-carbon economy roadmap(2009)

／ 英国 産業連盟 (CBI：Confederation of British Industry )

出典：
低炭素経済 http://climatechange.cbi.org.uk/uploaded/Roadmap_SummaryDistance.pdf

低炭素電力 http://climatechange.cbi.org.uk/uploaded/CCT_010_02%20POWER_2v1.pdf

低炭素運輸 http://climatechange.cbi.org.uk/uploaded/CCT_010_03%20TRANS%20v4.pdf

低炭素産業 http://climatechange.cbi.org.uk/uploaded/CCT_010_02%20Industry_Final.pdf

低炭素建築物 http://climatechange.cbi.org.uk/uploaded/CCT_010_Buildings_v2.pdf

ロードマップの概要

・英国の産業連盟（CBI）は、低炭素経済へ移行するためのロードマップを、現在から2020年までについ

て「電力」「運輸」「建築物」「産業」の主要４分野に焦点を当て策定、分野別ロードマップを示して

いる。

削減目標

・英国全体の削減目標：2020年までにGHG排出量30％削減（2005年比）

・分野別削減量 ：電力▲3,900万t 運輸▲2,900万t 建築物▲4,300万t 産業▲600万t

主な分野別目標

・低炭素電力 ：政府の再生可能エネルギー目標の75%を達成、原子力発電所3基を新設・稼働、
更に2基以上の原子力発電所を建造中。2～3のCCS実証プラント稼働。(2018～2020年)

・低炭素輸送 ：重貨物運搬車(Heavy Goods Vehicle, HGV)の全てが低摩擦タイヤ装着。HGVの20％は

マイクロハイブリッド車。 (2013~2017年)

持続可能なバイオエタノール10％混合ガソリン。(2018 ～2020年)

・低炭素産業 ：大規模工場のエネルギー利用とプロセス効率の継続的な改善。中小工場の効率改善。

産業用コージェネ（CHP)の追加利用。

・低炭素建築物：全新築住宅がゼロカーボン化。全家屋にスマートメータを設置。 (2016年)

非住宅用の新築建築物はぜロカーボン化。(2019年)
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Going the distance : the low-carbon economy roadmap(2009)

／ 英国 産業連盟 (CBI：Confederation of British Industry )

「低炭素経済」ロードマップ

“Going the distance: the low-carbon economy roadmap”より抜粋
他に「低炭素電力」「低炭素輸送」「低炭素産業」「低炭素建築物」に関するロードマップがある。
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NEW THINGING - NEW ENERY, Energy Policy Road Map (2009)

／ドイツ連邦環境・自然保護・原子力安全省

ロードマップの概要

・温室効果ガス排出量や再生可能エネルギーなどに関するドイツ政府としての

中長期目標について、目標達成に向かってどのような経路を辿るのかを描写

している。

・サステナブルエネルギー供給のための10の方針を立て、それぞれについて

「今どこにいるのか」「今まで何をしてきたのか」「これからなすべきこと

は何か」「2020年までに何が獲得できるのか」を記述し、2030年のビジョン

を示し、2020年の達成状況を提示している。

サステナブルエネルギー供給のための10の方針

2020年の姿

① 安定したエネルギー供給の実現

② エネルギーコストの削減と50万の新規雇用の創出

③ 再生可能エネルギーにより電力の30％以上を供給

④ 2022年までに原子力から段階的に撤退

⑤ 高効率石炭火力発電所により電力の40％を供給

⑥ 国家規模の電力系統管理機関の設立と系統網の拡大

⑦ 電力消費量を11％削減

⑧ 化石燃料による熱供給を尐なくとも25％削減。コージェ

ネレーションによる供給を25％に倍増

⑨ 輸送にかかわる排出量を尐なくとも20％削減

⑩ 気候保護に関する国際的議論を成功へ導く

Source:  http://www.germany.info/Vertretung/usa/en/09__Press__InFocus__Interviews/03__Infocus/03__ClimateBridge/Downloads/

Roadmap__DD,property=Daten.pdf



主な目標

①風力 ：・2020年までに電力の20％を風力発電で供給。

②太陽エネルギー ：・2020年までに電力の12％を太陽光発電で供給。

・ 2020年までに電力の3％程度を集光型太陽熱発電で供給。

③電力グリッド ：・2020年までに再生可能エネルギーを35％連系可能な電力系統を構築。

・2050年までには発電を完全に脱炭素化。

④バイオエネルギー：・エネルギーミックスに占めるバイオエネルギーの割合を14％以上に。

⑤炭素隔離貯留 ：・CCS技術により2020年までに化石燃料発電所をほぼゼロエミッション化。

⑥原子力発電 ：・第四世代原子炉＝高速中性子炉(FNR)を2020年に稼働開始、2040年には商業化。

⑦スマートシティ ：・25～30の大都市において2020年までにGHG排出を40%削減。

投資

・SET Planの実現には2020年までの10年間に官・民合わせて585億～715億ユーロが必要と示された。

・内訳は、①60億ユーロ、②PV：90億ユーロ、CSP：70億ユーロ、③20億ユーロ、④90億ユーロ、

⑤105～165億ユーロ、⑥50～100億ユーロ、⑦100～120億ユーロ
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A TECHNOLOGY ROADMAP
for the Communication on Investing in the Development of Low Carbon Technologies (SET-Plan)

／ 欧州委員会 (Commission of the European Communities)

策定の背景

2007年11月に欧州委員会が「戦略的エネルギー技術計画（SET Plan: Strategic 

Energy Technologies Plan)」を提示した後、欧州技術プラットフォームに参画して

いる専門家、業界団体からの意見などをもとに、2009年10月に欧州委員会と加盟国

代表でなる推進委員会がSET Planの実現に必要な技術ロードマップを有望6分野+1

分野について策定、政策提言とともに公表した。


